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諸物価高騰に関する緊急要望 金子俊平議員に
令和５年７月１２日(水)午前１０時より、長谷川支部長・髙木副支部長・亀井監事の３名で要望書

を携え、衆議院議員金子俊平可児事務所にお伺いしました。秘書の藤掛様へ、諸物価高騰が国民の生
活を圧迫している今、国民・企業等国全体に対し、しっかりと対策を講ずるとともに、適正な年金の
給付水準を確保されるよう働きかけていただきたい
と要望いたしました。(下記の要望書を参照。)
可児支部会員全員の声を届けることができまし

た。今後も要望活動を重視していきます。

▲要望事項の趣旨とその背景を説明 ▲金子俊平秘書に要望書を手渡す支部長



令和５年度 要望事項の趣旨

要望事項の趣旨とその背景について、日公連「退職公務員新聞 令和５年４月号」を
参考にまとめました。

第一項
退職公務員の年金を支えているのは、現役世代の保険料収入によるところが大き
いのです。よって、現役世代が安心して働ける環境が整備されることを求め、応援す
るものです。

第二項
厚労省の「国民生活基礎調査」によりますと公的年金・恩給を受給している高齢
者世帯で総所得の８０％以上が年金・恩給であるとするものが５７％を超えます。
これからの改革に当たっては、年金生活者の負担が過重にならないよう要望するも
のです。

第三項
我が国は世界に先駆け超高齢社会を迎え、その一方で人口減少や労働力人口の
減少が現実化しています。それを補完するため、定年の延長や健康で働く意欲のあ
る高齢者及び女性が働くための環境を早急に整備することを要望するものです。

第四項
我が国は、２００８年の１億２千８０８万人をピークに人口減少社会となっています。
とりわけ高齢者の増加と生産年齢人口の減少が問題です。２０４０年を見越してこ
の現実を踏まえ、少子化問題に積極的に取り組むよう要望するものです。

第五項
現役世代の賃金と公的年金の給付水準の比較に当たっては、公的年金から医療
保険料や介護保険料等を控除した年金額で比較すべきであるとの要望です。現役
世代の賃金はそれらを控除した額です。


